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1．はじめに

自由経済下における企業は，市場の成熟化・狭
隘化に直面あるいは新しい成長機会を発見する
と，海外市場に企業の維持・存続・成長の機会を
求めようとする。このような国際経営（International 
Business）に関する学問的な研究は 1960 年代か
らはじまっているが，ほとんど同時に，多国籍企
業（TNCs_Transnational Corporations）も出現
している（1）。

そして，最近のＵＮＣＴＡＤによる世界投資リ
ポート（WIR_The World Investment Report）
は，ＴＮＣｓによる海外直接投資（FDI_Foreign 
Direct Investment）の矛先がＢＲＩＣｓ（ブラ
ジル，ロシア，インド，中国）諸国や南，東，東
南アジア圏（中国，香港，インド，シンガポール，
韓国，インドネシア，ベトナム，イラン，台湾）

をはじめとする，Rostow, W.W. のいわゆる高度
大 衆 消 費 の 時 代（The Age of high mass-
consumption）（2）を迎えている諸国あるいは地域
に向けられていることが読み取れる。

WIR による 2009 年度における世界の FDI 総
額（2009 年）は（3），前年実績から 37％減の１兆
1140 億ドル（inflow_ 受入れベース）になった。
各国のFDI受入れ実績は総じて減少しているが，
香港を加えた中国に対する FDI は前年 3％減の
1430 億ドル，世界全体の 13％を占める。アメリ
カ（USA）への投資は，前年の 3250 億ドルから
60％減の 1300 億ドルに低下し，中国が 1 位の座
を奪う結果になっている。ちなみに，日本への投
資は 118 億ドルと低迷し，20 位のスペイン（150
億ドル）に及ばない水準である（日本からの FDI
はアメリカ，フランスに次ぐ 750 億ドルで，ドイ
ツの 1 つ上位にランク付けされる。

また，同報告書は TNCs の国内総生産（GDP）
世界総額に占める割合が史上最高値である11％，
海外雇用人数が 8000 万人規模になっていること
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も報じている。
中国統計年鑑（2009 年度版）における FDI 受

入れ（実行高ベース）は 748 億ドル（中国商務部
統計，香港を除く）である（4）。中国への主要な
投資国のトップ・スリーは，香港，台湾，ケーマ
ン諸島などを除外すると，日本・韓国・シンガポ
ールになる（順位は年度のより入れ替わる）。なお，
日本企業による中国投資は，このところ減少をす
る傾向を示している。

中 国 の 2007 年 度 に お け る 国 内 総 生 産
（Domestic Gross Production）は 3 兆 2801 億ド
ルで，世界第 3 位のドイツに肉薄している（5）。
商品の輸出入総額でみる貿易実績（2007 年，世
界全体で 28 兆 1940 億ドル）では，アメリカ，
ドイツに次いで世界第 3 位の 2 兆 1737 億ドル，
商品輸出に限れば 1 兆 2178 億ドルで 1 位のドイ
ツに続き，単純輸出入バランスは 1 兆 1177 億ド
ルの輸出超過になる。これに FDI の受入れ超過
などが加わり，外貨準備高は 1 兆 5283 億ドルに
達している（6）。

中国はここ 20 年の間，10％近い成長を続けて
特異ともいえる発展状況を示し，世界経済におけ
るプレゼンスを年々と高めている。この中国経済
を支える要因の 1 つは，世界の MTCs の資本と
ノウハウを存分に活用していることにある。

海外資本いわゆる外資は，中国のどのエリアに
向かっているのであろうか。2008 年度における
登記上の投資先トップ・スリーは蘇州，無錫，昆
山などを容す江蘇省，自動車産業の集積する広東
省および直轄都市の上海に集中しているといえ
る。これらエリアに対する登記資本シェアは 47
％になる（7）。そして，これに隣接する浙江

（Zhejiang）省を加えた総工業出荷額（Gross 
Industrial Output Value，2008 年度）のエリア
合計は，実に 9 兆 1895 億人民元で全体の 6 割（61
％）を占める（8）。

ち な み に， 中 国 の 総 工 業 出 荷 額（Gross 
Industrial Output Value，2008 年度）に占める
三資企業，すなわち中外合資経営企業（合弁企業
_Joint-venture Enterprises），中外合作経営企業

（Cooperation Enterprises），外資企業（独資 _

Enterprises with Sole Funds）の割合は概ね 2
割（19.4％），香港，マカオ，台湾資本を加えると，
そのシェアは 3 割（29.5％）に拡大する（9）。これ
ら地域では，インフラが整備され，立地に優れた
特定エリアに向けて外国資本が集中し，工業出荷
額の特定エリアへの集中という結果をもたらして
いる実態が見て取れる。

これら外国資本の中国の輸出・入における高い
プレゼンスの実態については（輸出の半分以上を
外国資本が占めるという指摘がある）（10），稿を改
めて検討する。

ところで，わが国企業が海外経営に取り組む場
合，現地の経済・社会文化・政治的環境に適応す
る，あるいは現地に定着し始めているグローバル・
スタンダードに適応する，もしくは日本型経営ス
タイル（ジャパン・スタンダード）を移転・アレ
インジするという局面における選択を迫られる。
可能であれば，現地市場においても，日本市場で
培った成功モデルを移転・アレインジし，経営を
差別化することで競争の優位性を確保したいとこ
ろである。

本稿は，このような問題意識を背景にもち，上
述した主要エリアに位置している日系企業を訪
問・調査し，現地経営の実態を把握するとともに，
その経営内容について検討するものである。

2．現地訪問調査と調査企業の概況

　現地訪問調査は，Ａ社 2010 年 2 月，Ｂ社
2010 年 3 月，Ｃ社ならびにＤ社については 2010
年 9 月に行った。

調査方法は，いずれも現地駐在の日本人管理・
行政職に対する面接・ヒヤリング方式を用いた。

各社の現地における経営概要は，（表１）のと
おりで，出資母体企業はいずれも東京証券取引所
一部上場の製造業である。

以下の現地経営の実態については，稿末（資料）
「訪問調査企業 4 社の経営比較」と併せて参照い
ただきたい。
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（注）①  業態は企業業態を意味し，ここでは完成品メーカ
ーか部品メーカーかを区分している。

②  企業形態はＡ社のみ日方出資比率 60％の合資（合
弁）

③ 設立年次は 5 年単位で表示している。
④  資本金は 500 万ドル刻みの表示をしている。
⑤ 社員数は 100 名単位で，派遣社員を含む。

3．現地経営の概要

各社の企業業態は，A 社とＣ社は完成品メー
カー，販売先は日本本社もしくはグループ在中現
地法人で，いわゆる委託生産工場としての性格が
認められる。しかしながら，Ａ社が部品の 8 割を
日本から輸入しているのに対し，Ｃ社の部材現地
調達比率は 8 割になっている。Ｃ社は設計・開発
から生産，品質，コスト，デリバリー，サービス
体制を確立し，マーケティング機能は日本本社で
もつが，Full Function Factory として経営現地
化に向けた強い志向を認めることができる（Ｃ社
はグループ在中企業の中でも異色で，製品の日本
向け出荷が 7 割を占める）。

Ｂ社とＤ社はいずれも部品メーカーで，日系ア
センブリー・メーカーの中国進出に呼応して設置
された。企業規模は異なるが，中国市場でそれぞ
れが独自の存在感を示し，経営は想定以上に順調
と観察される。

調査企業各社の経営は，この 20 年で連続して
平均 10％（GDP）に近い経済成長を遂げている
中国にあって，いずれもこの平均成長率を大幅に
上回るスピードで拡大している。いわゆるリーマ
ンショックによる世界経済の同時下落・停滞が多
くの先進諸国でみられるところであるが，Ｂ社で
はＶ字でなくレ点回復と称されるほどである。Ｄ
社は派遣社員の雇用調整もせず（2010 年度から
全社員正規雇用）に，その影響をごく一時的範囲

にとどめ，年度全体で成長の持続を遂げている。
これら企業からは，企業の現地マネンジメント

が必要とするだけ経営資源が投じられるならば，
さらに企業規模を拡大させ，成長スピードを早め
ることは至難なことではないという自負さえ聞く
ことができる。

4． 現地における経営オペレー
ションの実態

中国の企業組織では，わが国の取締役会に相当
する機関として董事会がある（11）。現在までのと
ころ，中国の株式市場における外資系企業の上場
はみられない。したがって，董事長のもとで開催
される董事会の議決は，企業における最高の意思
決定となる。

董事会は経営の基本的・戦略的（12）な意思決定
機関であるが，これまでのフィールド調査におけ
る多くのケースでは年に１回の開催が一般的であ
る。そのほとんどは，決算に合わせて開催され，
ここで経営の決算や監査ならびに経営の基本的事
項が決定される。

したがって，実際の経営のオペレーション（執
行）は，代表執行役である総経理・副総経理（生
産系統括，管理・行政系統括というように複数名
の配置をみることがある）のラインで執行される。
あるいは，董事長が総経理を兼務する場合でも，
経営の戦略的な，特に現地法人企業（現法）が日
本本社によるグローバル経営の一環に組み入れら
れている場合においては，意思決定における現法
董事長の権限は限定的となる。

今回の調査企業のガバナンス体制について，（表
２）を使って整理する。董事会のメンバー構成は，
企業規模に応じて増減する傾向がある。しかしな
がら，合資（合弁）企業であるＡ社では，出資比
率で董事数が決まることもあり，企業規模の割に
董事メンバーの数が多くなっている。

また，常勤董事数はいずれの現法においても，
董事会構成メンバーの過半数を占めるに至ってい
ない。これまでの現地調査では，Ｃ社の例にみら
れるように董事長が常勤し，総経理の地位に就く

（表１）調査企業の概要
A 社 B 社 C 社 D 社

業態 完成品 部品 完成品 部品
形態 日方 60％ 独資 独資 独資
設立 1990 年 2000 年 2005 年 2000 年
資本 1000 万 4000 万 7000 万 500 万
社員 400 名 5000 名 2000 名 400 名

（2010 年時点）
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ケースは稀な部類に入る（副董事・総経理は散見
される）。したがって，ほとんどの日系企業では，
経営の戦略的な意思決定と執行の場が異なる状況
において経営活動が行われることになる。
（図表２）トップマネジメントの構成

A 社 B 社 C 社 D 社
董事 8（3）名 8 名 6（1）名 3 名

常勤董事 2（1）名 2 名 ３（1）名 1 名
董事長 日方非常勤 非常勤 常勤 非常勤
総経理 董事 董事 董事長 董事
補佐 副総（中） 日人副総 日人副総 副総（中）

（2010 年調査時点）
（注）①  董事項の人数は，董事会メンバーの人数を示し，

カッコ内の人数は中国人董事で内数である。
②  常勤董事項のカッコ内の数字も，中国人董事で内

数である。
③  総経理項は，どの立場の人が総経理に就いている

かを表している。
④  補佐項は，どの立場の人が総経理を補佐している

かを示し，副総は副総経理を略称している。同様
に，日人は日本人を，（中）は中国人を略称して
いる。

現地における経営のオペレーションは，日本本
社の企業理念，経営方針，行動基準などを共有し，
日本本社からの年度目標・方針の示達に基づいて
経営の計画・執行・統制・評価というマネジメン
ト・プロセスで展開される。目標・方針の基本は
ＱＣＤ（Quality, Cost, Delivery）に関するもの
であり，特に日本型経営では品質が重視され
る （13）。ここでは，Full Function Factoryを標榜し，
研究・開発部門を設置し，40 名の日本人駐在員
を置いているＣ社の経営現地化に対する戦略的な
取り組みが注目される。

経営オペレーションは総経理の指揮の下で展開
されるが，副総経理を配置し，副総経理が生産系
あるいは行政管理系組織（総務・財務系部門）を
統括するのが一般的である。A 社（合資）およ
びＤ社では，行政管理系に中国人副総経理を登用
している。

経営オペレーションの最高機関は，総経理，副
総経理に部門長クラスを加えたメンバーで構成さ
れる経営会議（Ｃ社ではボードミーティング，機
関呼称は各社によって異なる）である。ここで，
本社目標・方針を受けて全社目標・方針の設定，
全社目標・方針の各部門に対するブレイク・ダウ

ン，年次目標の月次目標への展開，実績統制・評
価など，いわゆる目標管理（Ｍ BO）の展開がな
される。併せて，マネジリアル，オペレーショナ
ルなレベルにおけるヒト・モノ・カネに関わる経
営資源の管理が行われる。

過去における訪問調査事例を含め，総経理をは
じめとする現地駐在社員の駐在期間は概ね 3 年と
見受けられる。3 年間は，異文化経営における単
身赴任勤務の限界期間のようにも思われる。日本
的ともいえるローテーション・サイクル，現地マ
ネジメントに対する責任・権限のバランスや現法
内部ならびに日本本社からのサポート体制という
点で，現地マネジメントの負担は相当なものであ
ると観察される。視点を変えれば，ゴーイング・
コンサーンである現地経営において，駐在期間中
に成しえる事に時間的な制約を感じる。

5．人的資源管理

（1）ＨＲＭ環境（14）

産業振興の主要な担い手である若年労働市場の
需給バランスは，開発エリアの中・西部地域への
シフトや多産児抑制政策などによる影響を受け
て，今後も暫くタイトな状況が続くと思われる。

また，2008 年 1 月の新労働法の施行は（15），全
体として雇用関係の不定期化（永年雇用化）を促
進させ，労働の組織化（工会と称される労働組合
の増加）を加速し，企業内に新たな労使関係の場
がもたらされるものと推測される。あるいは，企
業による派遣労働の活用に対し，抑制とコスト負
担増を強いると考えられる。

（2）労働者雇用

日系企業の製造現場における労務構成では，Ｂ
社・Ｃ社のように労務派遣の労働者が過半数を超
えるケースがよくみられるが，Ｄ社は 2010 年度
から正規社員雇用に全面的に切り替えた。初期契
約を 1 年（最初の 1 カ月は試用期間）とし，良い
社員であれば永年雇用することで，3 度目の雇用
契約もしくは勤続 10 年を経過した労働契約に永
年雇用を求める中国新労働法に対応しようとして
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いる。
また，派遣社員は 1 年でほぼ全員が入れ替わる

（Ｂ社），一般的な社員の月間離職率は 8％から 10
％になるという短期就労志向の強い雇用風土のも
とで，Ｃ社の離職率は月平均 2％～ 3％に留まっ
ている。その要因は，快適性・利便性に配慮した
社員寮と厳選した委託業者が提供する３食無償

（全額会社負担）の食事提供（社員食堂）などの
社員福利にあると考えられる。

社員の定着を促進し，熟練労働を維持しようと
する施策において，雇用の安定・永年化を試行す
るＤ社の取り組み，住・食の面から社員福利をア
ピールするＣ社の取り組みに今後の HRM を考察
する上での 1 つの示唆があると思われる。

（３）人事フレーム

人的資源管理の基本となる正規社員を対象とす
る人事フレーム（人事の枠組み）は，各社各様と
いえる。共通性をあえて見出すとすれば，主に高
卒・高専卒者である一般作業職（ワーカー）処遇
の枠組みと，大卒・大学院卒処遇の枠組みを別個
に設けているところである。

社員数 400 名規模のＤ社は，一般作業職から班
長までを 10 段階に区分して技能給を付与し，班
長以上については班長―係長―課長（部制を敷か
ずに課制で運用しきれている）の役職基準で人事
処遇ができている。

これに対し，社員数が最多になるＢ社では，部
長－副部長－課長－経理―副経理－経理助理－主
任－副主任－主任助理－指導員（班長）－副指導
員という，かなり複雑で長い職能系統を基準に賃
金などの人事処遇がなされている。ちなみに，大
卒者は主任助理からスタートし，標準者は 6 年か
ら 7 年で一応のステイタスで管理職扱いとなる経
理助理に昇進・昇格するという。Ｂ社の人事フレ
ームには，役職階層と資格階層の併用が認められ
る。また，一般作業職に対しては，4 つのランク
が設けられ，これに 8 通りの技能手当がリンクし
ている。

Ｂ社の人事フレームには，わが国における職能
資格制を基準とする人事の枠組み（社員数 300 人

規模のＡ社を含め）に準じた実態が見て取れる。
実績主義・成果主義に対する強い志向ある一方で，
学歴，勤続，性などを総合的に反映させる実績・
能力主義人事への志向が同時に認められる（16）。

Ｃ社では一般作業職に対して一般，熟練，リー
ダーという職能区分が設けられ，昇進・昇格目標
として機能している。

（４）賃金

社員の理解が不十分な場合，広州の日系自動車
パーツ企業で発生したストライキ事案にみられる
とおり，賃金の運用に対する口コミやインターネ
ット効果などで問題が増幅され，想定範囲を超え
る深刻な事態を招くことがある。

賃金構成や賃金水準などの比較は学歴，年齢，
必要とされる職務習熟の程度，労務派遣社員によ
る代替度，超過勤務の程度，諸手当の有無，社員
寮・社員食堂などいわゆるフリンジベネフィッツ
施策の個別性，生計費の違いがもたらす地域間格
差などの反映があり，比較研究における困難な領
域でもある。

このような制約要因を排除することなく，訪問
4 社の基本給ベースによる賃金比較を（表 3）で
試みた。同表から得られる，ポイントは以下の通
りである。

①若年者の比率が高い一般作業者クラスの賃金
（入社スタート賃金）が極めて低位に抑えら
れた構造にある。Ｂ社，Ｃ社の大企業では，
部長クラスの人員は全体の 1％にも満たない
が，その格差はＤ社を除くと15倍程度になる。

②最低賃金制が地域ごとに設定され，年度単位
で見直しが行われる。2010 年度の最低賃金
は，上海 960 元，江蘇省 850 元，大連 700
元となっている。一般作業職の初任賃金は，
最低賃金を基準に設定されていると思われる。

③一般作業職の賃金増加要素は企業による個別
性があるが，精勤手当，技能手当，成果配分
手当，日本語手当，50％割り増しの超過勤務
手当の加算などを加味すると，額面支給額は
1100 元～ 1500 元程度になるケースも推定さ
れる。
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（表 3）調査企業における基本給の水準
A 社 B 社 C 社 D 社

一般 1100 元 1000 元 1000 元 1150 元
大卒 2500 2000 3000 未調査
係長 6000 5500 6500 4500
科長 12000 12000 11000 7000
部長 20000 15000 20000 10000
賞与 1.5 ヶ月 1 ヶ月 5 ヶ月 3.5 ヶ月
退職 なし 未調査 1 年 1 ヶ月 なし

（2010 年時点）

④大卒者の月額初任給は，一般作業職の 2 倍以
上の水準に設定されており，大卒者基準で部
長職クラスとの格差を比較すると格差は 5 倍
～ 6 倍程度に縮小する。

⑤賞与の支給が一般化しており，基本賃金に対
する年間の支給倍率は 1 ヶ月～ 5 ヶ月の範囲
でバラついている。

⑥自己都合退職における退職金支給に関しては
Ａ社，Ｄ社が不支給，Ｃ社では勤続 1 年につ
き 1 ヶ月を加算する制度（15 ヶ月を限度と
する）をもち，企業の施策にバラツキがみら
れる。ちなみに，在中日系コンサルティング・
ファームの上海クイックマイツ社による実態
調査では，調査回答企業 204 社（日系企業，
社員 100 人未満の企業が多い）のうち退職金
制度があるのは 14 社・全体の 7％である。

⑦所定時間外労働については，所定外労働時間
に対し 50%，所定週休日労働に 100%，所定
祝祭日労働に 200% の法定割増賃金が支給さ
れる。

（5）フリンジベネフィッツ

付加的な賃金としての性格をもつフリンジベネ
フィッツの施策では，以下のものが観察される。

①法定福利費（社会保険について）については，
養老基金（企業負担 20%），医療保険金（同
9％），住宅公積基金（同 10％），待業基金（同
2％），工傷保険（同 1％），生育保険（同 1％）

（カッコ内は前年支給額に対する乗率）など
計 43％を企業が負担し，社員が計 21％（負
担のない保険もある）を負担している。派遣
社員などの場合には，社員戸籍によって企業
負担のより少ない農業保険を定額で支払う制

度もあるようだ。
②訪問 4 社の労働時間は，週 37.5 時間（Ａ社）

から週 40 時間（Ｄ社）の範囲で，週休 2 日
が基本になっている。

　　Ａ社の年間休日日数は，週休の 104 日に春
節 6 日，国慶節 5 日，労働者祭典 2 日，その
他 4 日の祝・祭日を加えると 121 日になる。

　　Ａ社の年次有給休暇は勤続 10 年未満で 5
日，10 年で 10 日，20 年以上 15 日で設定さ
れている。Ｄ社では初年度３日，1 年の勤続
につき 1 日を増加させる。その運用に個別性
が認められる。いずれも，勤続基準という点
では類似している。

③自前の社員寮（工場敷地内に建設されている）
と社食施設は，Ｃ社の施策にみられるように，
農村部出身の若年労働者に対する雇用促進・
定着誘引として機能しているように思われる。

　　一方，社員規模の小さいＡ社・D 社では社
員寮をもたず，住居費の補助手当もなかった。

6．労使関係

中国新労働法は　労働者の合法的な権益を保護
し，調和のとれた安定した労働関係の構築と発展
を目的とし（第 1 条），労働報酬，労働時間，休憩・
休暇，労働安全衛生，保険福利など，労働者の利
益に関連する規則・制度などを制定している。こ
れらを修正する場合，会社は労働者代表大会ある
いは全労働者との討論を経て草案・意見をまとめ，
労働組合あるいは労働者代表と対等に協議し，確
定しなければならないとしている（4 条）。また，
第６条では， 労働組合は労働者に対して使用者と
法に基づいた労働契約の締結と履行に関する援助
や指導を行い，使用者と集団協議する制度を構築
し，労働者の合法的な権益を保護することを定め
ている。

1996 年時点における外資系企業全体における
工会の組織率は 57.5％に達しているといわれてい
る（17）。

一方では，クイックマイツ社の 2008 年度調査
での上海・江蘇州地区に位置する日系企業におけ
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る工会の組織率は，回答 204 社のうちの 68 社（33
％）である（全体の 8 割が社員数 100 人未満とい
う特性を反映していることも考えられる）。ある
いは「組織員が 25 人以上いれば基礎工会を組織
できる」という工会規定の反映であろうか。

今回訪問した 4 社のうちでは，Ａ社ならびにＢ
社で工会（労働組合）組織を確認し，Ｄ社は未組
織，Ｃ社は面談において本テーマに関するヒヤリ
ングを行わなかった。

Ａ社における工会は，総経理を含む全社員で組
織され，各部門から 5 名の工会役員を毎年の選挙
で選出し，工会主席に高級管理職である財務部長

（中方女性社員）がつくという，いわゆる企業内
工会（労働組合）である。工会の主な役割は工会
員の親睦・福利に関わる行事の企画・運営で，3
月の婦人節（半日休暇）では工会から 200 元程度
の商品券が贈り物として支給されたという（活動
資金は，月例賃金から 2％がチェック・オフされ
る）。

また，Ｂ社には工会組織と共に，共産党支部組
織が設けられている。労務管理上の相手方は工会
となろうが，労使関係は複雑で多次元なものにな
る。

過年度における企業訪問調査を含めて，日系企
業における労使の関係性は総じて協調的ではある
が，労働報酬，労働時間，休憩・休暇，労働安全
衛生，保険福利など労働者の利益に関連する事案
などを労使が協議・交渉する場は設けられていな
いように観察される。工会組織があっても，どち
らかといえば，親睦団体としての性格がより強く
感じられる。

７．おわりに

昨今，中国通貨である元に対する強い切り上げ
圧力や外資に対する優遇措置の希薄化・廃止など
経済的要因や政治・社会的リスクなどで，中国市
場における先行き不透明感が台頭している。
TNC ｓの中には投資を抑制したり，「チャイナ 
プラス ワン」で投資先を他国に求めることを検
討する企業が出はじめている。

他方，グローバルな製造・販売拠点の中核とし
て現地化経営を積極化させている企業も少なくな
い。証券業界では，中国市場でプレゼンスを高め
つつある日本企業に投資するジャパン・ファンド
の組成も見られるほどである。

日本の TNC ｓにとっては，オパチュニティと
スレッツが相半ばするようにも見える中国市場環
境ではあるが，成長を志向する企業であれば，環
境がもたらすスレッツ（脅威）を回避し，13 億
人市場のもたらすオパチュニティ（好機）を志向
する経営を目指すべきであろう。

中国における日系企業の経営から導かれる現地
経営の課題を以下に集約し，整理する。

（1）中国西部フロンティア地域へのアプローチ
中国経済の今後の発展は，所得格差の是正や

人口動態学視点からも，東沿岸部から内陸部・
西部の新しいエリアに向けて誘導されるように
思われる。したがって，日系企業の経営はイン
フラやロジスティックスで多少の問題はあって
も，これらの潜在市場のオパチュニティに対す
る経営資源を用意すべきであろう。世界の工場
というよりも，世界の消費市場として捉え，マ
ーケティングする必要がある。

（2）経営現地化の強化
世界の消費市場たる中国市場でプレゼンスを

高めるには，経営の現地化が必要不可欠である。
そのためには，現地トップマネジメントに対し
て経営の戦略的なレベルにおける権限の委譲と
それができるマネジメントの登用，常勤董事や
外部人材の登用を試み，消費市場に近いところ
で意思決定する体制作りと決定のスピードが必
要とされる。

（3）経営のマジョリティを重視するＨＲＭ
経営のマジョリティを占める一般作業職（ワ

ーカー，オペレーター）を重視するＨＲＭのス
キームを設定し，欲求階層説でいえば，安全・
安定・経済に対する欲求から欲求次元を引き上
げ職務拡充を試みる方向での取り組みが有効で
ある（18）。

現場における職務拡充の促進という点では多
能工化の一層の促進，サークル活動の組織拡大
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を図り，カイゼンの促進や他サークルに対する
競争意識およびサークル内メンバー間の協調の
促進をねらうことも有効と思われる。

（4）労使関係の成熟化
労使関係の成熟化という点では，健全な工会

リーダーを育成し（労使関係面では不適切な表
現になるが），労使協議，労使交渉，利害調整，
苦情処理，争議行為のルール化などの場を労使
で設けるなど，日本型労使関係モデルの移入を
検討する必要がある。

また，トリプル・ボトム・ラインに代表され
る経営のサステナビリティという観点では（19），
労使が協調して地域貢献，ハラスメント，コン
プライアンス，低炭素化などの問題に取り組み，
日系企業はこれらの分野でネイティブ企業に先行
する必要がある。

《注》
（１）　筆者は，企業の国際化を考える上で，以下の著作に

影響を受けている。
　　cf.  Fayerweather, Jhon .,International Marketing, 

Prentice-Hall, Inc. 1965.
　　Bryson, G. D., Profits from Abroad, McGrow-Hill 

Book Company, 1964. （小沼敏訳『海外進出の経営戦
略』ぺりかん社，1965 年。衣笠洋輔「国際マーケテ
ィングの基本戦略」（深見義一編『国際マーケティング』
マーケティング講座第 7 巻，有斐閣，1967.

（２）　Rostow, W.W., The Stages of Economic Growth, 
MIT University Press, 1960. ｐｐ .4-11.　ロストーは
すべての国家社会に当てはまる 5 つの経済の発展段階
を示し，「高度大衆消費の時代は，最も進展した成長
段階で，（企業が海外市場に進出する）1 つの環境的
要件である」としている。

（３）　FID に関する記述は，筆者が UNCTAD 発行の以
下のＷＩＲ資料を整理し，参考にしながら論じている。

　　UNCTAD Press Release，
　　　・ “Global FDI will exceed $1.2 trillion in 2010, 

report predicts : timid and uneven recovery 
appears under way” , released 22/07/2010.

　　　・ “FDI recoverry in developed countries, after 
two year decline, rests with rise of cross-
border M&As, released 22/07/2010.

　　　・ “South, East, and South East Asia recovering 
most quickly from global investment downturn, 
rport says”, released 22/07/2010.

（４）　中華人民共和国国家統計局編『中国統計年鑑』（2009
年版），中国統計出版社，pp.745 ～ 746.

（５）　中華人民共和国国家統計局編『国際統計年鑑』（2009
年版），pp.26-29. 2010 年度中には日本を抜いて世界第

2 位となることが確実視されている。
（６）　（上掲書）pp.308-310,352.
（７）　中華人民共和国国家統計局編（前掲書），ｐ .751
（８）　中華人民共和国国家統計局編（前掲書），ｐ .524
（９）　中華人民共和国国家統計局編（前掲書），ｐ .487
（10）　中国研究所編『中国年間』（2008 年度版）ｐ .68
（11）　トップマネジメント組織に関する背景知識を得るに

あたり，以下を参考にした。金山権『中国企業統治論』，
学文社，2008 年。

（12）　アンソフは，経営階層によって異なる意思決定のレ
ベルを示し，それぞれを戦略的（Strategic）意思決定，
管理的（Managerial）意思決定，執行的（Operational）
意思決定と称した。本稿での用語法は，アンソフの概
念に準じて戦略，管理，執行にそれぞれの意味をもた
せている（ただし，経営オペレーションと表現する時
は，戦略的でない管理・執行的な仕事のレベルを指し
ている。cf Ansoff，H.I., Corporate Strategy, 1965.（広
田寿亮訳『企業戦略論』，産業能率短期大学出版部，
昭和 42 年，p.12.

（13）　日本型経営における品質重視の経営移転に関して
は，以下の文献資料でも紹介されている。董　光哲「中
国日系企業における人的資源管理」江戸川大学紀要『情
報と社会』2007 年 3 月，董　光哲『経営資源の国際
移転』文眞堂，2007 年 .

（14）　大江田清志「中国日系企業における人的資源管理」
江戸川大学紀要『情報と社会』2007 年 3 月を併せて
参照。

（15）　上海クイックマイツ明勝人材コンサルティング社訳
「中国新労働法」をインターネットで送信していただ
いた。また，同社編，発行『給与調査報告書』2009（総
合版）も参照した。

（16）　大江田清志「日系企業で働く中国人社員の労働意識」
江戸川大学紀要『情報と社会』2009 年 3 月。

（17）　金山　権『現代中国企業の経営管理』，同友館，
2000 年。

（18）　行動心理学論のもつ用語概念で述べている。
　　McGregor, D. ,The Human Side of Enterprise,
　　McGrow-Hill Book Company, 1960. 

（19）　トリプルボトムラインの語源は Elkington, J による
とされ，経済的持続可能性，社会的持続可能性ならび
に 環 境 的 な 持 続 可 能 性 を 求 め る 概 念 で あ る。
Henriques, A., Richardson, J. , The Triple Bottom 
Line, James & James（Science Publisyers） Limited. 
2004.（大江宏，小山良訳『トリプルボトムラインー 3
つの決算は統合できるか？ー』pp.7-29.
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向

け
委

託
加

工
生

産
が

主
流

で
（

部
品

の
8

割
は

日
本

か
ら

輸
入

），
製

品
の

多
く

は
日

本
に

輸
出

さ
れ

，
日

本
か

ら
国

際
市

場
に

向
け

再
輸

出
さ

れ
る

こ
と

も
。

⑥
 収

益
状

況
は

，
リ

ー
マ

ン
シ

ョ
ッ

ク
後

の
立

ち
直

り
早

く
，

沈
滞

気
味

の
日

本
本

社
の

業
績

に
貢

献
し

て
い

る
。

⑧
駐

在
社

員
は

総
経

理
と

工
場

長
の

2
名

。

①
20

00
年

代
設

立
②

資
本

金
40

百
万

Ｕ
Ｓ

ド
ル

規
模

③
日

本
側

10
0％

出
資

の
独

資
④

社
員

数
は

5,5
00

名
規

模
⑤

 材
料

・
部

品
メ

ー
カ

ー
で

，
基

本
は

現
地

（
日

系
）

企
業

に
隣

接
し

て
設

置
，「

世
界

同
一

最
高

品
質

と
最

適
生

産
」。

⑥
 収

益
状

況
は

，
20

08
年

11
月

か
ら

20
09

年
1

月
を

ボ
ト

ム
に

レ
点

回
復

。
⑦

 グ
ル

ー
プ

在
中

企
業

で
は

特
殊

で
，

供
給

先
は

，
日

本
向

け
７

割
，

欧
米

向
け

２
割

，
加

工
１

割
。

⑧
 M

ad
e 

By
 J

ap
an

ブ
ラ

ン
ド

⑧
 日

本
人

駐
在

社
員

は
総

経
理

と
副

総
経

理
（

行
政

管
理

部
長

）の
2

名
。

必
要

に
応

じ
，

技
術

・
生

産
管

理
系

社
員

の
出

向
が

あ
る

。

①
20

05
年

代
設

立
②

資
本

金
70

百
万

Ｕ
Ｓ

ド
ル

規
模

③
 在

中
グ

ル
ー

プ
企

業
に

よ
る

10
0%

出
資

の
独

資
④

社
員

総
数

　
20

00
人

規
模

⑤
 日

本
本

社
購

買
部

門
・

中
国

現
法

か
ら

の
生

産
委

託
。

製
品

の
5

割
を

中
国

市
場

に
供

給
，

市
場

シ
ェ

ア
は

30
％

。
⑥

 Fu
ll 

Fu
nc

tio
n 

Fa
ct

or
y（

設
計

・
開

発
。

生
産

，
品

質
，

コ
ス

ト
，

デ
リ

バ
リ

ー
，

サ
ー

ビ
ス

)体
制

を
確

立
。

部
材

の
現

地
調

達
比

率
は

8
割

に
な

る
。

⑦
 董

事
長

・
総

経
理

（
常

勤
）

は
じ

め
日

本
人

駐
在

40
名

。

①
20

00
年

代
設

立
②

 資
本

金
　

5
百

万
Ｕ

Ｓ
ド

ル
規

模
③

日
本

側
10

0％
出

資
の

独
資

④
社

員
総

数
40

0
名

規
模

⑤
 19

90
年

代
に

合
弁

事
業

の
経

緯
が

あ
り

，
当

時
の

社
員

が
幹

部
と

し
て

財
務

，製
造

，
品

質
管

理
部

門
の

要
職

に
就

い
て

い
る

。
歴

史
あ

り
，文

化
度

の
高

い
当

地
に

新
設

。
⑥

 日
系

メ
ー

カ
ー

に
対

す
る

部
品

供
給

を
主

た
る

事
業

と
し

て
い

る
。

⑦
 売

上
規

模
は

10
0

億
円

未
満

な
が

ら
，

直
近

の
5

年
間

の
暦

年
で

平
均

20
％

を
超

え
る

成
長

を
持

続
。

リ
ー

マ
ン

シ
ョ

ッ
ク

で
も

暦
年

で
の

落
ち

込
み

は
な

く
，

人
員

削
減

な
ど

の
措

置
も

な
か

っ
た

。
⑧

 日
本

人
駐

在
社

員
は

総
経

理
を

含
め

て
2

名
。

董 事 会 組 織

①
 董

事
会

構
成

メ
ン

バ
ー

は
，

出
資

比
率

に
よ

り
日

方
5

名
，

中
方

3
名

の
計

8
名

。
②

 董
事

長
に

は
日

方
本

国
の

生
産

本
部

長
（

非
常

勤
）

が
就

任
し

，
常

勤
の

董
事

は
総

経
理

（
日

方
）

副
総

経
理

（
中

方
）

の
2

名
。

①
 董

事
会

構
成

メ
ン

バ
ー

は
８

名
。

う
ち

常
勤

董
事

は
２

名
，

他
の

６
名

は
董

事
長

を
含

め
日

本
本

社
に

勤
務

。
②

 董
事

会
は

年
１

回
（

書
面

で
の

実
施

も
あ

る
），

業
務

調
査

・
監

査
は

３
年

に
１

回
，

会
計

監
査

は
年

１
回

。

①
 董

事
会

メ
ン

バ
ー

は
董

事
長

・
総

経
理

（
常

勤
）

を
は

じ
め

6
名

（
う

ち
中

方
女

性
董

事
1

名
）

で
構

成
さ

れ
る

。

①
 董

事
会

メ
ン

バ
ー

は
，

董
事

長
は

日
本

本
社

の
財

務
担

当
役

員
，総

経
理

，他
1

名（
非

常
駐

）
の

日
本

人
3

名
で

構
成

さ
れ

る
。

②
 常

勤
董

事
は

総
経

理
の

み
で

，
主

に
経

営
の

オ
ペ

レ
ー

シ
ョ

ナ
ル

な
レ

ベ
ル

を
担

当
し

て
い

る
と

思
わ

れ
る

。
経 営 オ ペ レ ー シ ョ ン

①
 経

営
の

目
標

方
針

は
，

日
本

本
社

購
買

部
か

ら
総

経
理

に
示

達
が

あ
り

，
部

長
，

課
長

，
組

長
へ

と
ブ

レ
イ

ク
ダ

ウ
ン

さ
れ

る
。

②
 目

標
は

顧
客

満
足

－
苦

情
処

理
ス

ピ
ー

ド
60

日
以

内
・

90
％

，
生

産
品

目
拡

大
，

良
品

率
99

％
以

上
な

ど
を

中
心

に
設

定
さ

れ
る

。
③

 生
産

数
量

と
目

標
品

質
を

中
心

に
，

生
産

会
議

で
月

次
に

進
捗

統
制

さ
れ

る
。

①
 日

本
本

社
か

ら
の

目
標

方
針

の
示

達
が

あ
る

。
②

 総
経

理
・

副
総

経
理

に
よ

る
目

標
方

針
の

設
定

と
部

門
に

対
す

る
目

標
方

針
の

示
達

，
部

長
に

よ
る

部
門

目
標

方
針

の
下

位
部

署
（

課
）

へ
の

示
達

，
課

長
に

よ
る

目
標

方
針

の
下

位
へ

の
示

達
と

い
う

指
揮

系
統

に
よ

る
目

標
管

理
の

展
開

。
③

 目
標

方
針

は
，

年
単

位
を

基
本

と
し

，
こ

れ
を

月
次

に
ブ

レ
イ

ク
・

ダ
ウ

ン
，

進
捗

統
制

さ
れ

る
。

④
 部

長
連

絡
会

を
組

織
，

課
間

の
連

携
・

調
整

は
不

得
手

。

①
 日

本
本

社
と

同
じ

企
業

理
念

・
方

針
・

行
動

規
準

を
共

有
。

②
 董

事
長

・
総

経
理

が
主

催
す

る
ボ

ー
ド

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

（
戦

略
会

議
，

7
名

う
ち

3
人

は
中

国
人

）
②

 部
門

構
成

は
技

術
・

開
発

，
生

産
統

括
，

生
産

管
理

，
品

質
・

環
境

統
括

，
管

理
統

括
，

企
画

・
監

査
（

間
接

材
料

，
購

買
査

定
課

）
な

ど
。

③
 指

揮
系

統
は

，
総

経
理

，
統

括
　

部
長

，
課

長
，

主
管

（
係

長
），

班
長

，
リ

ー
ダ

ー
（

熟
練

）
ワ

ー
カ

ー
，

ワ
ー

カ
ー

で
構

成
。

①
 中

国
の

生
産

拠
点

と
し

て
，

激
し

い
原

価
競

争
に

打
ち

勝
ち

，
存

続
を

期
待

さ
れ

続
け

る
企

業
・

経
営

を
目

指
し

て
い

る
。

②
 総

経
理

（
日

），
副

総
経

理
（

財
務

，
中

方
）

を
ト

ッ
プ

に
管

理
系

が
営

業
，

購
買

，
財

務
，

製
造

系
が

品
質

，
生

産
技

術
，

製
造

課
長

，
係

長
，

班
長

，
一

般
で

組
織

化
。

③
 経

営
の

目
標

方
針

は
，

日
本

本
社

か
ら

中
期

3年
目

標
の

示
達

。経
営

会
議（

課
長

会
）

で
年

次
の

全
社

，
課

レ
ベ

ル
の

目
標

を
合

議
・

総
経

理
が

決
定

。
目

標
方

針
は

，収
益

・
品

質
・

コ
ス

ト
志

向
で

設
定

さ
れ

る
。
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Ｈ Ｒ Ｍ 環 境

①
 多

く
の

社
員

は
，

短
期

就
労

で
他

に
良

い
条

件
（

賃
金

）
が

あ
れ

ば
，

転
出

し
た

い
と

考
え

て
い

る
。

②
 人

事
の

運
用

は
，

学
歴

，
勤

続
，

性
な

ど
を

総
合

的
に

反
映

さ
せ

る
実

績
・

能
力

主
義

人
事

と
い

え
る

。

製
造

や
品

質
面

の
グ

ロ
ー

バ
ル

ス
タ

ン
ダ

ー
ド

に
対

し
，

Ｈ
Ｒ

Ｍ
の

グ
ル

ー
プ

内
ス

タ
ン

ダ
ー

ド
化

は
進

展
し

て
い

な
い

。

①
 平

等
主

義
で

は
，

で
き

る
社

員
離

職
す

る
。

ワ
ー

カ
ー

を
含

め
実

績
主

義
的

人
事

。
②

 離
職

率
２

～
３

％
，

他
社

で
は

月
8％

か
ら

10
％

。
③

 住
ま

い
と

食
事

を
重

視
す

る
福

利
厚

生

①
 き

わ
め

て
勤

勉
で

あ
る

が
個

人
主

義
的

で
協

調
性

に
は

欠
け

る
。

②
 不

平
・

不
満

を
言

っ
た

も
の

勝
ち

と
い

う
風

潮
。

③
 不

平
・

不
満

の
5

割
は

給
料

，
食

事
内

容
の

不
満

も
多

い
雇 用

①
 要

員
構

成
は

40
0

名
模

規
模

で
，

社
員

の
75

％
は

直
接

雇
用

の
正

規
社

員
，

他
は

労
務

派
遣

社
員

。
②

 新
規

契
約

は
社

員
・

派
遣

と
も

１
年

（
６

ヶ
の

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

期
間

），
再

雇
用

契
約

は
職

種
・

個
人

に
よ

り
個

別
に

決
定

（
1

～
3

年
）。

③
 契

約
期

間
内

流
出

少
な

い
。

ワ
ー

カ
ー（

派
遣

）
の

学
歴

は
，

高
卒

も
し

く
は

高
専

。
契

約
更

新
率

は
少

な
い

。
⑤

 定
年

は
男

性
社

員
60

歳
，

女
性

社
員

は
50

歳
。

①
 要

員
構

成
は

社
員

総
数

55
00

名
規

模
で

，
派

遣
社

員
が

７
割

を
占

め
，

男
女

の
割

合
は

半
々

の
構

成
。

②
 派

遣
社

員
は

１
年

で
ほ

ぼ
全

員
が

入
れ

替
わ

る
（

旧
正

月
を

ピ
ー

ク
）。

③
 一

般
社

員
の

雇
用

契
約

は
３

年
で

，
最

初
の

３
ヶ

月
間

は
試

用
期

間
に

な
る

。
④

従
業

員
の

学
歴

は
高

卒
以

上
。

⑤
 ス

タ
ッ

フ
22

0
名

の
契

約
更

新
率

は
６

割
程

度
。

①
 要

員
は

20
00

名
規

模
で

，
ワ

ー
カ

ー
15

00
名

（
正

規
社

員
５

０
０

名
，

女
性

10
00

名
），

技
術

系
30

0
名

，
日

本
人

駐
在

40
名

。
②

 3
回

目
の

契
約

更
新

か
ら

永
年

雇
用

と
な

る
。

①
 要

員
構

成
は

社
員

総
数

40
0

名
規

模
で

，
20

10
年

よ
り

正
規

社
員

に
切

り
替

え
る

（
初

期
契

約
1

年
，

1
ヶ

月
間

は
試

用
）。

半
数

は
女

性
社

員
が

占
め

る
。

②
 よ

い
社

員
で

あ
れ

ば
，

解
雇

制
限

あ
る

が
長

期
雇

用
問

題
な

し
。

③
 近

隣
省

の
農

村
部

の
高

卒
者

を
中

心
に

採
用

。
④

 退
職

率
は

月
次

で
０

～
３

％
程

度
。

１
人

子
政

策
な

ど
で

，
親

元
に

帰
る

ケ
ー

ス
が

多
い

。

人 事 フ レ ー ム

①
 Ａ

か
ら

Ｆ
ま

で
，

６
区

分
の

資
格

等
級

制
に

準
じ

た
人

事
フ

レ
ー

ム
が

あ
り

，
部

長
Ａ

・
Ｂ

，
科

長
Ｂ

・
Ｃ

・
Ｄ

な
ど

の
役

職
対

応
が

あ
る

。
②

 各
区

分
に

５
０

等
級

で
構

成
す

る
賃

率
テ

ー
ブ

ル
が

あ
る

。
④

 ワ
ー

カ
は

ト
レ

ー
ニ

ー
，

組
立

作
業

要
領

に
よ

る
作

業
，

作
業

要
領

を
見

な
い

で
作

業
，

作
業

指
導

が
で

き
る

と
い

う
基

準
で

区
分

。

①
 部

長
－

副
部

長
－

課
長

－
経

理
　

副
経

理
－

経
理

助
理

－
主

任
－

副
主

任
－

主
任

助
理

－
指

導
員

（
班

長
）

－
副

指
導

員
の

管
理

系
統

準
で

賃
金

処
遇

。
③

 新
規

大
卒

者
は

主
任

助
理

，
6

～
７

年
で

経
理

助
理

に
昇

進
。

④
 経

理
助

理
以

上
管

理
職

処
遇

。
⑤

 ワ
ー

カ
ー

に
は

，
４

ラ
ン

ク
・

８
通

り
の

技
能

手
当

を
月

例
・

成
績

評
価

で
運

用
。

人
事

フ
レ

ー
ム

は
一

般
，

熟
練

，
リ

ー
ダ

ー
，

係
長

，
課

長
，

部
長

，
統

括
，

総
経

理
の

ラ
イ

ン
で

構
成

さ
れ

る
。

①
 班

長
か

ら
課

長
ま

で
を

対
象

と
す

る
役

職
制

を
基

準
と

す
る

処
遇

。
②

 主
流

の
班

長
ま

で
の

ワ
ー

カ
ー

は
，

10
段

階
に

分
け

て
技

能
給

（
職

能
給

）
を

付
与

し
て

い
る

。
③

 日
本

本
社

に
準

じ
た

体
系

化
（

職
能

資
格

）
を

構
想

し
，

モ
チ

ベ
ー

シ
ョ

ン
や

退
職

抑
止

に
つ

な
げ

た
い

。

昇 進 ・ 昇 格

①
 学

歴
，

勤
続

，
性

な
ど

を
総

合
的

に
反

映
さ

せ
る

実
績

・
能

力
主

義
で

運
用

。
②

 生
産

会
議

な
ど

の
場

で
適

格
性

に
つ

い
て

審
議

し
，

総
・

副
経

理
が

最
終

決
定

す
る

。

①
 指

導
員

（
班

長
）

ク
ラ

ス
の

昇
進

は
経

理
助

理
，

経
理

助
理

以
上

の
昇

進
は

部
長

が
候

補
者

を
申

請
，

経
営

連
絡

会
で

審
議

，
総

経
理

が
最

終
決

定
す

る
。

①
 一

般
，

熟
練

，
リ

ー
ダ

ー
，

係
長

，
課

長
，

部
長

，
統

括
の

ラ
イ

ン
に

お
け

る
昇

進
・

昇
格

制
。

②
 ワ

ー
カ

ー
ク

ラ
ス

は
ト

レ
ー

ニ
ー

，
一

人
前

，
熟

練
，

リ
ー

ダ
ー

へ
の

昇
格

が
目

標
と

な
る

。

①
 昇

進
は

，
所

属
長

か
ら

の
申

請
の

あ
っ

た
者

に
つ

い
て

，
経

営
会

議
で

個
別

に
審

議
し

，
総

経
理

が
最

終
決

定
す

る
。
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評 価
①

 人
材

育
成

，
昇

給
査

定
を

目
的

と
す

る
。

能
力

と
態

度
を

５
段

階
評

価
，

昇
給

・
昇

格
時

に
実

施
。

②
 ワ

ー
カ

ー
に

つ
い

て
は

，
複

数
機

種
担

当
能

力
・

日
造

り
の

生
産

量
基

準
で

実
績

評
価

。
③

 賞
与

は
目

標
・

実
績

評
価

，
評

価
結

果
は

非
公

開
。

④
 若

年
層

で
プ

ラ
マ

イ
15

％
，

中
高

齢
層

で
プ

ラ
マ

イ
20

%
程

度
を

反
映

さ
せ

る
。

①
 ワ

ー
カ

ー
と

指
導

員
は

，
月

例
で

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
に

基
づ

く
評

価
を

行
い

，
技

能
手

当
や

賞
与

の
支

給
，

任
用

等
に

反
映

さ
せ

る
。

②
主

任
助

理
以

上
に

つ
い

て
は

，
賞

与
の

支
給

時
期

に
合

わ
せ

て
，

勤
務

成
績

（
仕

事
の

質
的

・
量

的
評

価
），

勤
務

態
度

，
能

力
評

価
し

，
賞

与
支

給
，

昇
進

等
に

反
映

。

①
 ワ

ー
カ

ー
に

対
し

て
は

，
月

次
に

80
の

チ
ェ

ッ
ク

項
目

で
リ

ー
ダ

ー
が

個
別

評
価

す
る

。
②

 不
良

を
流

す
も

の
（

－
），

不
良

を
発

見
す

る
も

の
（

＋
）

を
基

本
と

し
，

3
か

月
単

位
に

ボ
ー

ナ
ス

支
給

（
10

00
元

程
度

）。
③

 上
位

者
は

，
M

B
O

評
価

，
プ

ラ
マ

イ
20

％
の

範
囲

。

①
 人

事
考

課
表

に
基

づ
く

評
価

　
で

，
服

務
，

実
績

，
技

能
な

ど
を

評
価

す
る

。
②

 課
長

，
副

総
経

理
，

総
経

理
の

段
階

で
評

価
。

賃 金
①

基
本

給
　

大
卒

初
任

給
　

20
00

～
30

00
元

　
　

一
般

　
4,7

00
～

6,7
00

元
32

歳
　

組
長

　
5,8

00
～

9,9
60

元
30

歳
　

科
長

10
,00

0
～

18
,00

0
元

43
歳

　
部

長
15

,00
0

～
23

,00
0

元
48

歳
②

昇
給

　
年

1
回

，
5％

弱
の

昇
給

③
年

間
賞

与
1.5

ヶ
月

　
　

　
　（

6
月

12
月

支
給

）
④

役
職

手
当

　
組

長
60

0
元

　
科

長
15

00
　

部
長

20
00

元
⑤

通
勤

手
当

　
実

費
支

給
⑥

住
宅

手
当

の
支

給
は

な
い

⑦
日

本
語

手
当

な
し

⑧
退

職
金

支
給

制
度

な
し

⑨
解

雇
　

経
済

保
障

金
　

3
ヶ

月

①
基

本
給

　
当

市
　

最
低

賃
金

　
96

0
元

　
ワ

ー
カ

ー
　

1,0
00

元
　

 副
指

導
員

（
１

年
）

1,2
00

元
（

含
む

役
職

手
当

）
　

指
導

員
（

３
年

）
1,5

00
元

　
主

任
助

理
（

大
卒

）
2,0

00
元

　
主

任
　

5,0
00

元
　

 経
理

助
理

　
7,0

00
～

10
,00

0
元（

課
長

大
卒

6
～

７
年

）
　

経
理

　
10

,00
0

～
15

,00
0

元
　

部
長

　
15

,00
0

元
程

度
②

日
本

語
手

当
　

　
社

内
資

格
1

級
～

3
級

　
　

　
50

0
元

～
1,0

00
元

③
技

能
手

当
　

4
ラ

ン
ク

　
　

60
　

12
0　

24
0　

48
0

元
④

賞
与

　
春

節
時

に
１

ヶ
月

程
度

①
基

本
給

（
学

歴
別

初
任

給
）

　
大

卒
初

任
給

　
30

00
元

　
一

般
　

96
0

元
＋

ア
ル

フ
ァ

ー
　

熟
練

　
プ

ラ
ス

50
元

　
リ

ー
ダ

ー
　

プ
ラ

ス
50

0
元

　
係

長
（

主
管

）
5,0

00
～

8,0
00

元
　

科
長

32
歳

8,0
00

～
14

,00
0

元
　

部
長

　
40

歳
　

範
囲

拡
大

②
 ヒ

ュ
ー

イ
ッ

ト
，

マ
ー

サ
ー

の
サ

ー
ベ

イ
を

活
用

，
上

位
1

／
3

の
レ

ベ
ル

で
運

用
。

③
 月

収
レ

ベ
ル

　
上

海
4,7

00
元

　
北

京
4,2

00
元

　
大

連
3,9

00
元

　
他

2,0
00

元
④

 最
低

賃
金

　
上

海
96

0，
江

蘇
省

85
0，

大
連

70
0

元
⑤

昇
給

は
年

1
回

，
＋

－
20

％
⑥

 賞
与

は
年

2
回

　
最

大
6

カ
月

，
上

海
で

は
平

均
2

カ
月

。
⑦

 退
職

金
は

10
年

10
カ

月
，　

15
年

以
上

15
カ

月

①
基

本
給

　
最

賃
　

96
0

元
　

　
ワ

ー
カ

ー
　

1,1
40

元
　

班
長

　
　

係
長

　
4,0

00
～

5,0
00

元
　

課
長

　
5,0

00
～

8,0
00

元
　

副
総

経
理

　
10

,00
0

元
②

昇
給

　
４

月
昇

給
・

５
月

払
い

③
手

当
　

精
勤

手
当

　
10

0
元

　
通

勤
手

当
　

12
0

元
　

 日
本

語
手

当
　

50
0

～
1,0

00
元

　
住

宅
手

当
　

支
給

な
し

④
賞

与
　

春
節

時
に

3.5
カ

月
程

度
⑤

 退
職

金
　

自
主

退
職

や
解

雇
に

対
す

る
支

給
は

な
い

。
解

雇
に

つ
い

て
は

，
弁

護
士

や
課

長
会

と
相

談
し

慎
重

に
対

処
。

⑥
超

過
勤

務
　

残
業

　
50

％
割

り
増

し
　

週
休

日
　

10
0％

割
り

増
し
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人 材 開 発

①
 人

材
開

発
は

，
機

種
の

拡
大

や
セ

ル
生

産
に

対
応

で
き

る
多

能
工

の
育

成
を

重
点

に
し

て
い

る
。

②
 組

長
中

心
の

現
場

教
育

が
中

心
で

，
必

要
が

あ
る

場
合

は
，

日
本

か
ら

の
派

遣
ス

タ
ッ

フ
が

出
向

い
て

技
能

教
育

を
施

す
。

①
 日

本
本

社
で

は
4

つ
の

ス
テ

ッ
プ

に
よ

る
訓

練
・

評
価

制
が

あ
る

が
，

ラ
ン

ク
と

手
当

と
の

結
合

が
強

い
と

感
じ

ら
れ

る
。

②
 Q

C
サ

ー
ク

ル
活

動
が

，
在

中
グ

ル
ー

プ
企

業
を

含
め

，
日

本
に

準
じ

て
展

開
さ

れ
て

い
る

。
上

司
の

支
援

が
か

な
り

入
っ

て
い

る
模

様
。

①
 教

育
ル

ー
ム

を
設

け
，

グ
ル

ー
プ

全
社

で
通

用
す

る
技

能
認

定
シ

ス
テ

ム
を

完
備

し
，中

国
「

有
識

機
構

」
の

認
証

を
受

け
る

。
②

 ワ
ー

カ
ー

は
ト

レ
ー

ニ
ー

，1
人

前
，熟

練
，

リ
ー

ダ
ー

の
発

展
段

階
別

に
基

礎
・

専
門

教
育

。
③

 3
か

月
で

一
人

立
ち

，
4

年
で

マ
ッ

ク
ス

パ
ワ

ー
に

育
成

（
セ

ル
生

産
を

可
能

に
す

る
多

能
工

化
）。

作
業

指
導

書
と

熟
練

リ
ー

ダ
ー

に
よ

る
指

導
④

 リ
ー

ダ
ー

ク
ラ

ス
を

年
間

で
50

名
日

本
に

派
遣

・
教

育
。

⑤
 U

字
ラ

イ
ン

に
よ

る
セ

ル
生

産
方

式
で

多
能

工
の

育
成

①
 A

O
T

S（
日

本
政

府
補

助
，

６
週

間
の

日
本

語
・

文
化

研
修

）
に

年
間

２
名

を
派

遣
，

終
了

後
，

日
本

本
社

で
の

研
修

が
社

員
の

励
み

に
な

っ
て

い
る

。
10

名
の

派
遣

実
績

で
，

退
職

者
は

1
名

。
②

 入
社

時
研

修
は

安
全

，
品

質
，

生
活

作
法

（
あ

い
さ

つ
，

ト
イ

レ
な

ど
），

O
JT

や
教

育
ビ

デ
オ

活
用

。
③

 組
立

て
試

験
（

教
育

用
製

品
サ

ン
プ

ル
使

用
）

を
適

時
に

行
う

。

社 員 福 利

①
 社

員
寮

は
な

く
，

住
宅

手
当

も
支

給
さ

れ
て

い
な

い
（

住
居

は
自

己
負

担
）。

①
 自

前
の

社
員

寮
が

完
備

さ
れ

，
3

食
無

償
給

付
の

社
員

食
堂

が
あ

り
，

日
本

人
幹

部
社

員
も

利
用

。

①
 住

ま
い

と
食

事
を

重
視

す
る

福
利

厚
生

（
70

％
が

労
務

派
遣

女
性

）
②

 空
調

，
シ

ャ
ワ

ー
，

ネ
ッ

ト
テ

レ
ビ

あ
る

8
人

部
屋

，
入

居
費

，
3

食
・

無
償

の
食

堂
（

朝
食

4
元

，
昼

・
夜

食
8

元
で

委
託

）。
③

 他
に

卓
球

・
閲

覧
・

ス
ポ

ー
ツ

ジ
ム

室
，

サ
ッ

カ
ー

ク
ラ

ブ
。

①
 社

員
寮

の
借

り
上

げ
は

な
く

，
自

己
負

担
。

②
 教

科
書

を
基

に
し

た
ク

イ
ズ

大
会

・
綱

引
き

，
縄

跳
び

な
ど

の
行

事
を

個
人

や
職

場
チ

ー
ム

を
中

心
に

実
施

。
本

年
は

，
上

海
万

博
ツ

ア
ー

を
実

施
。

労 働 時 間

①
労

使
の

協
定

な
く

，
会

社
主

導
で

進
め

ら
れ

る
。

②
所

定
労

働
時

間
　

週
37

.5
時

間
　

週
休

2
日

制
。

②
1

日
7.5

時
間

労
働

（
8

時
30

分
か

ら
17

時
）。

③
年

間
休

日
は

12
1

日
（

春
節

6
日

，
国

慶
節

5
日

，
労

働
者

祭
典

2
日

，
そ

の
他

4
日

）
④

年
次

有
給

休
暇

は
10

年
未

満
5

日
，

10
年

10
日

，
20

年
以

上
で

15
日

。

①
所

定
労

働
時

間
　

週
40

時
間

制
②

週
休

2
日

制
③

 年
次

有
給

休
暇

は
初

年
度

３
日

，
1

年
勤

続
に

つ
き

1
日

増
加

（
他

企
業

で
の

勤
続

も
通

算
，

病
欠

で
も

有
給

扱
い

。
工 会 組 織

①
総

経
理

を
含

む
全

社
員

で
組

織
さ

れ
，

1
人

あ
た

り
月

例
賃

金
の

2％
が

チ
ェ

ッ
ク

・
オ

フ
さ

れ
る

。
②

社
員

の
親

睦
・

福
利

が
主

な
役

割
で

，
労

使
協

議
的

な
場

は
な

い
（

3
月

の
婦

人
節

の
半

日
休

暇
に

商
品

券
の

贈
り

物
・

20
0

元
程

度
）。

③
工

会
主

席
は

財
務

部
長

（
中

方
・

女
性

）
が

兼
務

，
各

部
か

ら
5

名
の

役
員

が
毎

年
選

挙
で

選
出

さ
れ

る
。

①
社

内
に

共
産

党
支

部
組

織
が

つ
く

ら
れ

て
お

り
，

支
部

と
の

良
好

な
リ

レ
ー

シ
ョ

ン
維

持
に

向
け

た
努

力
が

感
じ

ら
れ

る
。

①
未

組
織

　
 法

的
に

は
工

会
も

し
く

は
従

業
員

代
表

大
会

の
設

置
が

必
要

。
②

 工
会

組
織

な
く

て
も

給
料

の
２

％
が

上
部

組
織

に
チ

ェ
ッ

ク
・

オ
フ

さ
れ

る
。

　
 公

開
が

あ
る

場
合

は
，

1.2
％

が
上

納
さ

れ
，

残
額

が
工

会
に

バ
ッ

ク
。


